
多面的機能を発揮する水産業・漁村の支援

離島における国境監視機能の維持増進を図るため、漁業集落が共同で

行う監視の取組に対し支援するとともに、都市と漁村の共生・対流等に

よる漁村の活性化や漁村の総合的な整備等を推進。

強い水産業づくり交付金 １９，２７２（０）百万円の内数

その他 １９，７１３（１５，５２３）百万円の内数

１ ポイント

（１）多面的機能の発揮の支援

離島漁業集落活動支援交付金 ２，１００（０）百万円

水産業・漁村の多面的機能である国境監視機能の維持増進を図るため、集

（ ） 、落協定に基づき監視活動を行う離島 瀬戸内海等を除く の漁業集落に対し

必要な費用の財源に充てるため交付金を交付するとともに、多面的機能の普

及啓発活動を積極的に実施。

（２）都市と共生・対流する活力ある漁村の再生

漁村再生交付金（公共） ３，０００（０）百万円①

地域の創意工夫を活かした漁村の再生を支援するため、地域が自ら客観

的な目標・指標を設定し、事業完了後に評価・公表を行う仕組みを導入す

るなど、国の関与を大幅に縮減し、効率的・効果的に事業を推進。
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国境監視機能の維持増進を図るため、漁業
集落に対し必要な費用の財源に充てるため
交付金を交付
① 対象地域：離島（瀬戸内海等を除く）
② 交付対象：漁業集落
③ 対象行為：監視活動

国境監視機能の維持増進を図るため、漁業
集落に対し必要な費用の財源に充てるため
交付金を交付
① 対象地域：離島（瀬戸内海等を除く）
② 交付対象：漁業集落
③ 対象行為：監視活動

現状と問題点現状と問題点 事業の内容事業の内容

高齢化比率：３４％（離島）
(H15) ２８％（本土）
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② 循環型社会に対応した漁村づくり（公共・非公共）

（強い水産業づくり交付金）

その他 １３，１４４（０）百万円の内数

風力等の自然エネルギー・バイオマス資源等を活用し、循環型社会に対

応した漁村づくりを推進するため、関連事業を総合的・効率的に推進。

漁村コミュニティ基盤整備 （強い水産業づくり交付金）③

漁場環境の保全や良好な漁村生活環境の維持を図るため、排水処理施設

の機能向上に必要な施設等を整備。

遊漁船等の分離収容施設の効果的な整備（公共）④

７００（７９７）百万円

漁港・港湾・河川の各管理者の連携による放置艇収容計画を策定するこ

とにより、放置禁止区域の設定等の規制措置の実施等を反映した、漁港にお

ける効果的な遊漁船等の分離収容施設の整備を推進。

都市漁村交流促進事業 １１９（６９）百万円⑤

都市と漁村の交流をより一層促進するため、漁村における歴史ある施設

や漁港等の既存施設の調査等を行い有効活用を推進。

漁村地域活性化対策 （強い水産業づくり交付金）⑥

都市と漁村の共生・対流を図るため、漁村側受入体制の整備と交流活動

の促進・定着、漁業と海洋性レクリエーションの共存できる海面利用関係

の構築を図るための取組とともに、循環型社会の構築への取組等を支援。

津波危機管理対策事業（公共） ６５０（０）百万円⑦

既存の海岸保全施設の防災機能を的確に発揮させるとともに､住民等の津

波からの避難を促進することにより､津波災害に関する危機管理対策を緊急

的に実施。

都道府県、市町村、民間団体等２ 事業実施主体

１／２、定額等、委託３ 補 助 率

[担当窓口課：水産庁防災漁村課（０３－３５０１－０６９７（直 ］））


